
 

 

議案第３５号 

   平成２９年度宇和島市土地取得事業特別会計予算 

 平成２９年度宇和島市の土地取得事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５０，１４１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 

平成２９年 ３ 月 ６ 日提出 

                              宇和島市長 石 橋 寛 久 
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001 000 1 0000    - -0
4 000 0001 第 1 表 　 　 歳 入 歳 出 予 算

歳 入
（単位：千円）

款 項 金 額 備 考

財産収入  1.         36,314

財産運用収入  1.          1,188

財産売払収入  2.         35,126

繰入金  2.            865

一般会計繰入金  1.            865

繰越金  3.            200

繰越金  1.            200

諸収入  4.          1,862

受託事業収入  1.          1,862

市債  5.        110,900

市債  1.        110,900

歳 入 合 計        150,141

0    - -
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001 001 0 0001 0    - -

4 002 0002

歳 出
（単位：千円）

款 項 金 額 備 考

総務費  1.          1,388

総務管理費  1.          1,388

土地取得事業費  2.        148,753

土地取得事業費  1.        148,753

歳 出 合 計        150,141

0    - -
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001 001 0 0001 0    - -

4 002 0002

歳 出
（単位：千円）

款 項 金 額 備 考
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0    - -
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限　度　額

　　　千円

公共用地先行取得等事業 110,900

　年3.0％以内

　但し、利率見直し方式で借り
　入れる政府資金、地方公共団
　体金融機構資金及びその他に
　ついて、利率の見直しを行っ
　た後においては、当該見直し
　後の利率｡

-10-

第　２　表　　地　方　債

起　債　の　方　法 利　 率 償　還　の　方　法

１　10年以内（内据置2
　年以内）但し、借入先
　の融通条件による。

２　市財政の都合により
　償還期限の短縮若しく
　は繰上償還又は低利債
　に借換えすることがで
　きる。

１　借入先
　財務省、地方公共団体金融機構、
　その他

２　借入方法
  普通貸借又は債券発行の方法に
　よる。

起　債　の　目　的

110,900計

３　借入時期
　平成29年度、但し起債額の全部
　又は一部を翌年度以降に繰越借
　入れすることができる。
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予 算 に 関 す る 説 明 書 

 
 

         １  歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書  
 

           （ １ ）  総  括  
 

           （ ２ ）  歳  入  
 

           （ ３ ）  歳  出  
 

          ２  給 与 費 明 細 書  
 

          ３  地 方 債 に 関 す る 調 書  
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20 0 1 001 1 0002 0    - -

4 002 0003 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

１ 　 総 括

（歳　入） （単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 備 考

財産収入  1.         36,314          1,601         34,713

繰入金  2.            865              0            865

繰越金  3.            200            600           △400

諸収入  4.          1,862              0          1,862

市債  5.        110,900              0        110,900

歳 入 合 計        150,141          2,201        147,940

0    - -
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2 001 4 002 004 0 0004 0003 0    - -

（単位：千円）（歳　出）
本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

総務費  1.          1,388          2,201           △813                                      1,388               

土地取得事業費  2.        148,753              0        148,753                      110,900         36,988            865

歳 出 合 計        150,141          2,201        147,940                      110,900         38,376            865

0    - -
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土地



20 0 1 001 1 0002 0    - -

4 002 0003 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

１ 　 総 括

（歳　入） （単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 備 考

財産収入  1.         36,314          1,601         34,713

繰入金  2.            865              0            865

繰越金  3.            200            600           △400

諸収入  4.          1,862              0          1,862

市債  5.        110,900              0        110,900

歳 入 合 計        150,141          2,201        147,940

0    - -
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2 001 4 002 004 0 0004 0003 0    - -

（単位：千円）（歳　出）
本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

総務費  1.          1,388          2,201           △813                                      1,388               

土地取得事業費  2.        148,753              0        148,753                      110,900         36,988            865

歳 出 合 計        150,141          2,201        147,940                      110,900         38,376            865

0    - -
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土地



001 4 003 006 0 0006 0005 0    - -
2
２ 　 歳 入

(款)   1.財産収入 (項)   1.財産運用収入 （単位：千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

財産貸付収入 土地貸付収入 土地貸付料             170  1.            170              1            169   1.            170

利子及び配当金 利子及び配当金 土地開発基金預金利子           1,018  2.          1,018          1,600          △582   1.          1,018

計          1,188          1,601          △413

0    - -
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2 001 4 0    - -

  1.財産収入   2.財産売払収入 （単位：千円）(款) (項)

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

不動産売払収入 土地建物等売払代
金

土地売払代金          35,126  1.         35,126              0         35,126   1.         35,126

計         35,126              0         35,126

0    - -
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2
２ 　 歳 入
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土地



2 001 4 0    - -

  2.繰入金   1.一般会計繰入金 （単位：千円）(款) (項)

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

一般会計繰入金 一般会計繰入金 一般会計繰入金             865  1.            865              0            865   1.            865

計            865              0            865

0    - -
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2 001 4 0    - -

  3.繰越金   1.繰越金 （単位：千円）(款) (項)

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金             200  1.            200            600          △400   1.            200

計            200            600          △400

0    - -
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土地



2 001 4 0    - -

  4.諸収入   1.受託事業収入 （単位：千円）(款) (項)

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

土地取得事業費受託事業収入 土地取得事業費受
託事業収入

国道用地取得事務受託事業収入           1,862  1.          1,862              0          1,862   1.          1,862

計          1,862              0          1,862

0    - -
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2 001 4 0    - -

  5.市債   1.市債 （単位：千円）(款) (項)

節
目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

公共用地先行取得等事業債 公共用地先行取得
等事業債

用地取得事業         110,900  1.        110,900              0        110,900   1.        110,900

計        110,900              0        110,900

0    - -
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土地



2 001 4 0    - -

  4.諸収入   1.受託事業収入 （単位：千円）(款) (項)

節
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2 001 4 0    - -

  5.市債   1.市債 （単位：千円）(款) (項)

節
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土地



2 001 4 006 012 0 0012 0011 0    - -

３ 　 歳 出

(款)   1.総務費 (項)   1.総務管理費 （単位：千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
節

目 説 明本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区 分 金 額

             10一般管理費 旅費 普通旅費  1. 370 601 △231 370   9. 10

            360需用費 消耗品費 11. 360

          1,018土地開発基金管
理費

積立金 土地開発基金積立金  2. 1,018 1,600 △582 1,018  25. 1,018

計 1,388 2,201 △813 1,388

0    - -
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2 001 4 0    - -

(款) （単位：千円）  2.土地取得事業費 (項)   1.土地取得事業費

本 年 度 の 財 源 内 訳
節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区 分 金 額

          2,998土地取得事業費 給料 一般職給　1人  1. 148,753 0 148,753 110,900 36,988 865  2. 2,998

          1,145職員手当等 時間外勤務手当  3. 2,670

扶養手当             156

通勤手当              86

期末手当             680

勤勉手当             423

児童手当             180

            919共済費 共済組合負担金  4. 924

公務災害補償基金負担金               5

             78旅費 普通旅費  9. 78

            226需用費 消耗品費 11. 226

             24役務費 通信運搬費 12. 24

            403委託料 登記等事務委託料 13. 1,327

不動産鑑定委託料             524

不動産権利調査等委託料             400

0    - -
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2 001 4 006 012 0 0012 0011 0    - -

３ 　 歳 出
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積立金 土地開発基金積立金  2. 1,018 1,600 △582 1,018  25. 1,018

計 1,388 2,201 △813 1,388

0    - -
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2 001 4 0    - -

(款) （単位：千円）  2.土地取得事業費 (項)   1.土地取得事業費

本 年 度 の 財 源 内 訳
節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区 分 金 額
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不動産鑑定委託料             524

不動産権利調査等委託料             400

0    - -
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土地



2 001 4 0    - -

(款) （単位：千円）  2.土地取得事業費 (項)   1.土地取得事業費

本 年 度 の 財 源 内 訳
節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区 分 金 額

        140,506公有財産購入費 土地購入費 17. 140,506

計 148,753 0 148,753 110,900 36,988 865

0    - -

- 16 -

１　一　般　職

（１）総　括 （土地取得事業特別会計）

報　酬
　　　（千円）

給　料
　　　（千円）

職員手当
　　　（千円）

計
　　　（千円）

本　年　度 1 2,998 2,490 5,488 924 6,412

前　年　度

比  　　較 1 2,998 2,490 5,488 924 6,412

区　　　分
扶養手当

　　　（千円）
通勤手当

　　　（千円）
時間外勤務手当
　　　（千円）

期末手当
　　　（千円）

勤勉手当
　　　（千円）

本　年　度 156 86 1,145 680 423

前　年　度

比  　　較 156 86 1,145 680 423

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

給 　与 　費   明　 細 　書

共　済　費
　　　（千円）

職員手当
の 内 訳

合　　計
　　　（千円）

備　　考区　　　分
給　　　　与　　　　費

職　員　数
　　　　（人）
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国県支出金 地 方 債 そ の 他 区 分 金 額

        140,506公有財産購入費 土地購入費 17. 140,506

計 148,753 0 148,753 110,900 36,988 865

0    - -

- 16 -

１　一　般　職

（１）総　括 （土地取得事業特別会計）

報　酬
　　　（千円）

給　料
　　　（千円）

職員手当
　　　（千円）

計
　　　（千円）

本　年　度 1 2,998 2,490 5,488 924 6,412

前　年　度

比  　　較 1 2,998 2,490 5,488 924 6,412

区　　　分
扶養手当

　　　（千円）
通勤手当

　　　（千円）
時間外勤務手当
　　　（千円）

期末手当
　　　（千円）

勤勉手当
　　　（千円）

本　年　度 156 86 1,145 680 423

前　年　度

比  　　較 156 86 1,145 680 423

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

給 　与 　費   明　 細 　書

共　済　費
　　　（千円）

職員手当
の 内 訳

合　　計
　　　（千円）

備　　考区　　　分
給　　　　与　　　　費

職　員　数
　　　　（人）

- 17 -

土地



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当り給与

行政職 技能労務職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

    歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月

    歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月

イ　初任給

146,100 143,500 160,100

178,200 301,400 184,400 205,200

増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　（千円） 備　　　考説　　　明

給    料 2,998

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

2,490

その他の増減分 2,490

28年1月1日現在

平均給料月額（円）

制度改正に伴う増減分

平均給与月額（円）29年1月1日現在

平均年齢（歳）

職員手当

平均年齢（歳）

平均給与月額（円）

異動等によるもの

昇給に伴う増加分

2,998

医療職（一）
　　　（円）

技能労務職
　　　（円）

医療職（二）
　　　（円）

異動等によるもの

29年1月1日現在
高 校 卒

大 学 卒

学　　歴区　　分
行政職

　　　（円）

区　　分

平均給料月額（円）

医療職（三）
　　　（円）

- 18 -

 - 13 -

ウ　等級別職員数の状況

（級別の標準的な職務内容）

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

区　　　　分 級
行政職 技能労務職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）

29年 1月 1日現在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

主査の職務

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

計

主事、技師、事務員の職務

28年 1月 1日現在

行政職

部長の職務

課長の職務

課長補佐の職務

係長、専門員の職務

主任の職務
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土地



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当り給与

行政職 技能労務職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

    歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月

    歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月     歳　 月

イ　初任給

146,100 143,500 160,100

178,200 301,400 184,400 205,200

増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　（千円） 備　　　考説　　　明

給    料 2,998

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

2,490

その他の増減分 2,490

28年1月1日現在

平均給料月額（円）

制度改正に伴う増減分

平均給与月額（円）29年1月1日現在

平均年齢（歳）

職員手当

平均年齢（歳）

平均給与月額（円）

異動等によるもの

昇給に伴う増加分

2,998

医療職（一）
　　　（円）

技能労務職
　　　（円）

医療職（二）
　　　（円）

異動等によるもの

29年1月1日現在
高 校 卒

大 学 卒

学　　歴区　　分
行政職

　　　（円）

区　　分

平均給料月額（円）

医療職（三）
　　　（円）

- 18 -

 - 13 -

ウ　等級別職員数の状況

（級別の標準的な職務内容）

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

区　　　　分 級
行政職 技能労務職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人）構成比（％）

29年 1月 1日現在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

主査の職務

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

計

主事、技師、事務員の職務

28年 1月 1日現在

行政職

部長の職務

課長の職務

課長補佐の職務

係長、専門員の職務

主任の職務
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土地



エ　昇給

行政職

職　　員　　数 （Ａ） （人） 1 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 1 1

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人） 1 1

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

（％） 100.0 100.0

職　　員　　数 （Ａ） （人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）比　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ）

合　　計
代　　表　　的　　な　　職　　種

前

年

度

本

年

度

区　　　分

比　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ）

号　給　数　別　内　訳

号　給　数　別　内　訳

 - 14 -

- 20 -

- 15 -

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考
６ 月 （ 月 分 ） １２ 月 （ 月 分 ）

本 年 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

前 年 度
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(2.20)
4.20

有

国 の 制 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

備考：（　）内は、再任用職員の支給率

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

国の制度
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

（支給率等） （3％～45％加算）
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エ　昇給

行政職

職　　員　　数 （Ａ） （人） 1 1

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 1 1

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人） 1 1

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

（％） 100.0 100.0

職　　員　　数 （Ａ） （人）

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）比　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ）

合　　計
代　　表　　的　　な　　職　　種

前

年

度

本

年

度

区　　　分

比　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ）

号　給　数　別　内　訳

号　給　数　別　内　訳

 - 14 -

- 20 -

- 15 -

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考
６ 月 （ 月 分 ） １２ 月 （ 月 分 ）

本 年 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

前 年 度
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(2.20)
4.20

有

国 の 制 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

備考：（　）内は、再任用職員の支給率

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

国の制度
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置

（支給率等） （3％～45％加算）
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キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

（％）

ケ　その他の手当

 支　　給　　対　　象　　地　　域

 支　　　　給　　　　率　  　（％）

 支　給　対　象　職　員　数　（人）

 国の指定基準に基づく支給率　（％）

区　　　　　分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

給  料  総  額  に  対 す る 比 率

支  給  対  象  職  員  の  比  率
（％）

（平成29年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当
の名称

支 給 額 の 多 い 手 当

対象職員の多い手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

通　　勤　　手　　当 同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

- 16 -

- 22 -

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円 

　公共用地先行取得等事業 110,900 110,900 

区　　　　　　分
前 々 年 度 末

現    在    高

前年度末現在高

見　　込　　額

当該年度中増減見込
当該年度末現在高

見　   込 　  額

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

-20-- 23 -

土地



キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

（％）

ケ　その他の手当

 支　　給　　対　　象　　地　　域

 支　　　　給　　　　率　  　（％）

 支　給　対　象　職　員　数　（人）

 国の指定基準に基づく支給率　（％）

区　　　　　分 全　職　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

給  料  総  額  に  対 す る 比 率

支  給  対  象  職  員  の  比  率
（％）

（平成29年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当
の名称

支 給 額 の 多 い 手 当

対象職員の多い手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

通　　勤　　手　　当 同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

- 16 -

- 22 -

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円 

　公共用地先行取得等事業 110,900 110,900 

区　　　　　　分
前 々 年 度 末

現    在    高

前年度末現在高

見　　込　　額

当該年度中増減見込
当該年度末現在高

見　   込 　  額

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書
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